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一
般
会
計
の
歳
入
、
歳
出
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
対
策
に
よ
り
前
年
度
比
で
約
４
割
増
と
過
去
最
大
規

模
に
な
り
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
実
質
収
支
は
、
17
億
２
千
万
円
と
45
年

連
続
の
黒
字
。
財
政
基
金
と
減
債
基
金
か
ら
の
繰
入
金

を
除
く
な
ど
し
た
実
質
的
な
単
年
度
収
支
は
、
15
億
４

千
万
円
の
黒
字
。
実
質
単
年
度
収
支
が
黒
字
に
な
る
の

は
２
年
ぶ
り
で
す
。
こ
れ
は
、
コ
ロ
ナ
禍
で
の
受
診
控

え
に
よ
る
医
療
費
等
の
減
少
や
国
庫
支
出
金
の
概
算
払

い
の
超
過
交
付
、
市
有
地
の
売
却
な
ど
が
あ
っ
た
た
め

で
す
。

　
特
別
会
計
（
国
民
健
康
保
険
事
業
や
介
護
保
険
事
業

な
ど
）
は
、
実
質
収
支
で
６
会
計
が
黒
字
、
３
会
計
は

収
支
差
引
ゼ
ロ
と
な
っ
た
ほ
か
、企
業
会
計
（
水
道
事
業
、

下
水
道
事
業
）
の
２
事
業
は
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

決
算
の
ポ
イ
ン
ト

　
市
の
貯
金
で
あ
る
財
政
基
金
な
ど
３
基
金
の
現
在
高

は
１
１
２
億
円
で
、
１
億
９
千
万
円
の
増
。

　
借
金
で
あ
る
市
債
の
一
般
会
計
の
現
在
高
は
１
１
９

２
億
８
千
万
円
で
、
10
億
８
千
万
円
の
増
。

基
金
と
市
債
の
状
況

　
財
政
破
綻
を
未
然
に
防
ぐ
た
め
の
「
財
政
健
全
化
法
」

で
は
、
健
全
度
を

判
断
す
る
４
つ
の

指
標
（
健
全
化
判

断
比
率
）
を
市
民

に
公
表
す
る
こ
と

を
義
務
付
け
て
い

ま
す
。

　
本
市
の
指
標
は

下
表
の
と
お
り
で
、

全
て
の
基
準
を
満

た
し
て
い
ま
す
。

　 市
財
政
の
健
全
度

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は、赤字でない
　ため値なしとして「－」表示

本市の
令和２年度決算

3.4％

25.5％

－

－

法で定める
早期健全化基準

11.25％

16.25％

25.0％

350.0％

健全化判断比率

実質赤字比率
（一般会計の年間赤字割合）

連結実質赤字比率
（全ての会計の年間赤字割合）

実質公債費比率
（借金返済の割合）

将来負担比率
（将来負担が見込まれる負債割合）

決
算
審
査

特
別
委
員
会

令和２年度一般会計決算を不認定令和２年度一般会計決算を不認定
特別会計決算９件、企業会計決算２件は認定

審
査
の
概
要

　
令
和
２
年
度
決
算
審
査

特
別
委
員
会
（
議
長
を
除

く
全
議
員
で
構
成
）
を
９

月
16
日
の
本
会
議
で
設
置

し
ま
し
た
。

　
９
月
30
日
の
決
算
審
査

特
別
委
員
会
で
は
、
決
算

議
案
の
説
明
お
よ
び
監
査

意
見
報
告
を
受
け
た
後
、

常
任
委
員
会
の
所
管
ご
と

に
４
つ
の
分
科
会
を
設
置

し
ま
し
た
。

　
分
科
会
で
は
、
市
の
担

当
部
署
か
ら
説
明
を
受
け
、

質
疑
を
行
う
な
ど
詳
細
な

審
査
を
行
い
ま
し
た
。

　
10
月
12
日
に
は
、
再
び

特
別
委
員
会
を
開
き
、
各

分
科
会
の
審
査
内
容
報
告

の
後
、
４
人
の
議
員
か
ら

一
般
会
計
決
算
に
つ
い
て

意
見
表
明
が
あ
り
、
採
決

の
結
果
、
賛
成
少
数
で
不

認
定
と
し
ま
し
た
。

　
10
月
13
日
の
本
会
議
で

は
、
特
別
委
員
会
の
審
査

報
告
、
一
般
会
計
決
算
に

つ
い
て
賛
成
・
反
対
討
論

の
後
、
採
決
を
行
い
、
賛

成
少
数
で
不
認
定
と
し
ま

し
た
。
特
別
会
計
・
企
業

会
計
決
算
11
件
は
全
会
一

致
で
原
案
ど
お
り
認
定
し

ま
し
た
。

一般会計の決算状況
１４７１億３７０４万円

歳入（A）

１４５２億１７６万円

歳出（B）

１９億３５２８万円

形式収支
（C＝A－B）

２億１１７７万円

繰越財源
（D）

１７億２３５１万円

実質収支
（C－D）一般会計

※（　）は構成比

地方交付税
108億円
（7.3％）

県支出金
79億円
（5.4％）

地方消費税交付金
58億円
（3.9％）

その他
83億円
（5.7％）

市税
436億円
（29.6％）

国庫支出金
593億円
（40.3％）

市債
114億円
（7.8％）

歳　出
1452億円

公債費
110億円
（7.6％）

衛生費
94億円
（6.5％）

土木費
59億円
（4.1％）

その他
76億円
（5.2％）

総務費
405億円
（27.9％）

民生費
584億円
（40.2％）

教育費
124億円
（8.5％）

　国庫支出金は、特別定額給付金や新型コロナウイルス感染症に
係る地方創生臨時交付金などの増加で373億円の増。
　市税は、個人市民税などが増加した一方、法人市民税などが減
少し４億円の減。
　市債は、小中学校の特別教室空調設備や校内ネットワーク環境
の整備などに係る発行額の増加で21億円の増。

　民生費は、私立保育所・認定こども園等整備や高齢者・障害者お
よび生活見守りサポート利用券発行事業費などの増加で55億円の増。
　総務費は、特別定額給付金給付事業費などの増加で302億円の増。
　教育費は、小中学校の特別教室空調設備や校内ネットワーク環境
の整備、給食無償化に伴う中学校給食運営事業費などの増加で24億
円の増。

歳　入
1471億円


